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の
令
和
７
年
度
の
各
会
計
決
算

が
ま
と
ま
り
ま
し
た
。
村
民
の

皆
さ
ん
が
納
め
た
税
金
や
国
・
県
か
ら

の
お
金
の
主
な
使
い
道
な
ど
、
村
の
財

政
事
情
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

一
般
会
計
決
算
の
概
要

　

令
和
７
年
度
は
、
世
界
的
な
社
会
経

済
情
勢
の
変
化
が
続
く
中
、
本
村
は
限

ら
れ
た
財
源
を
最
大
限
に
活
用
し
、
村

民
の
安
全
安
心
な
暮
ら
し
を
支
え
る
施

策
を
最
優
先
で
推
進
し
ま
し
た
。
物
価

高
騰
対
策
と
し
て
、
上
下
水
道
基
本
料

金
等
の
減
免
や
一
人
一
万
円
の
商
品
券
配

布
を
実
施
。
ま
た
、
入
学
祝
金
支
給
、

中
学
校
ス
ク
ー
ル
バ
ス
運
行
と
い
っ
た
村

単
独
事
業
を
開
始
し
、
脱
炭
素
化
推
進

の
た
め
村
内
体
育
施
設
の
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
も
行

い
ま
し
た
。引
き
続
き
国
・
県
と
連
携
し
、

村
民
生
活
の
維
持
向
上
に
努
め
ま
す
。

　
一
般
会
計
で
の
歳
入
総
額
は
65
億
７
，

０
０
０
万
７
千
円
で
前
年
度
比
は
６
・

７
％
の
増
、
歳
出
総
額
は
59
億
１
，

６
３
１
万
９
千
円
で
前
年
度
比
は
３
・

８
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。
決
算
額
が

増
加
し
た
主
な
要
因
は
、
体
育
施
設
の

照
明
を
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
し
た
こ
と
に
よ
る
も

の
で
す
。

　
ま
た
、一
般
会
計
の
借
入
金
の
残
高
は
、

28
億
４
，７
４
２
万
７
千
円
で
、
前
年
度

と
比
べ
８
，８
０
４
万
１
千
円
増
加
し
ま

し
た
。

令和７年度　一般会計決算
地方譲与税

1億2,049万6千円　1.8%
地方譲与税

1億2,049万6千円　1.8%
財産収入　7,746万円　1.2%財産収入　7,746万円　1.2%
その他交付金　6,362万8千円　1.0%その他交付金　6,362万8千円　1.0%
諸収入　5,963万4千円　0.9%諸収入　5,963万4千円　0.9%
使用料及び手数料　2,686万5千円　0.4%使用料及び手数料　2,686万5千円　0.4%
分担金及び負担金　1,260万4千円　0.2%分担金及び負担金　1,260万4千円　0.2%

地方交付税
19億792万2千円
29.0%

地方交付税
19億792万2千円
29.0%

村税
13億9,549万5千円
21.2%

村税
13億9,549万5千円
21.2%繰入金

7億7,974万8千円
11.9%

繰入金
7億7,974万8千円
11.9%

国庫支出金
4億9,452万3千円

7.5%

国庫支出金
4億9,452万3千円

7.5%

寄附金
4億7,181万円

7.2%

寄附金
4億7,181万円

7.2%

県支出金
3億8,736万3千円

5.9%

県支出金
3億8,736万3千円

5.9%

繰越金
2億3,440万2千円　3.6%

繰越金
2億3,440万2千円　3.6%

地方消費税交付金
1億9,465万7千円　3.0%

地方消費税交付金
1億9,465万7千円　3.0%

村債
3億4,340万円

5.2%

村債
3億4,340万円

5.2%

総務費
16億9,469万9千円
28.6%

総務費
16億9,469万9千円
28.6%

民生費
13億2,839万4千円

22.5%

民生費
13億2,839万4千円

22.5%
教育費

7億7,436万4千円
13.1%

教育費
7億7,436万4千円

13.1%

農林水産業費
7億614万7千円

11.9%

農林水産業費
7億614万7千円

11.9%

土木費
3億8,978万7千円

6.6%

土木費
3億8,978万7千円

6.6%

衛生費
3億990万1千円

5.2%

衛生費
3億990万1千円

5.2%

消防費
2億7,011万7千円

4.6%

消防費
2億7,011万7千円

4.6%

公債費　2億6,551万6千円
4.5%

公債費　2億6,551万6千円
4.5%

議会費　7,687万6千円　1.3%議会費　7,687万6千円　1.3%商工費　9,837万9千円
1.7%

商工費　9,837万9千円
1.7% 災害復旧費

163万6千円　0.0%
災害復旧費
163万6千円　0.0%
労働費　50万3千円　0.0%労働費　50万3千円　0.0%

村民税
5億3,099万3千円

村民税
5億3,099万3千円

たばこ税
4,813万円
たばこ税
4,813万円補助費　10億6,601万4千円補助費　10億6,601万4千円

維持補修費　1億6,003万9千円維持補修費　1億6,003万9千円
災害復旧事業費　163万6千円災害復旧事業費　163万6千円

人件費
9億1,910万4千円
人件費
9億1,910万4千円

物件費
8億5,330万8千円
物件費
8億5,330万8千円普通建設事業費

8億3,638万5千円
普通建設事業費

8億3,638万5千円

積立金
8億2,469万5千円

積立金
8億2,469万5千円

扶助費
6億4,504万7千円

扶助費
6億4,504万7千円

繰出金
3億4,457万5千円

繰出金
3億4,457万5千円

公債費
2億6,551万6千円

公債費
2億6,551万6千円

軽自動車税
4,306万4千円
軽自動車税

4,306万4千円

固定資産税
7億7,316万2千円
固定資産税
7億7,316万2千円

入湯税
14万6千円
入湯税
14万6千円

65億
7,000万
7千円

歳入歳出
59億
1,631万
9千円

歳出
59億
1,631万
9千円

村税
13億
9,549万
5千円

村税の内訳性質別の歳出

村

国民健康保険特別会計
歳　入 12億2,051万4千円 ▲9.9％
歳　出 11億4,423万7千円 ▲9.8％
国民健康保険制度の会計。加入者からの保険税な
どで維持されています。

介護保険特別会計
歳　入 8億2,116万円 ▲1.4%
歳　出 7億6,907万4千円 ▲2.0%
介護保険事業のための会計。介護保険料などで維
持され、介護サービスを行います。

後期高齢者医療特別会計
歳　入 1億3,029万円 15.9%
歳　出 1億2,185万1千円 10.9%
後期高齢者医療制度の会計。保険料徴収や広域連
合へ納付を行います。

令和７年度　特別会計決算 （％は前年度比です）

簡易水道事業会計
収益的収入 1億6,843万円 ▲8.3%
収益的支出 1億6,124万5千円 6.6%
資本的収入 2,267万5千円 146.0%
資本的支出 4,922万3千円 ▲9.5%

村の水道事業を維持
するための会計。水
道料金収入などでま
かなわれています。

下水道事業会計
収益的収入 2億3,352万8千円 ▲19.8%
収益的支出 2億3,486万3千円 ▲6.3%
資本的収入 1億4,713万8千円 4.4%
資本的支出 1億9,516万6千円 ▲4.2%

村の下水道を維持す
るための会計。下水
道使用料などでまか
なわれています。

令和７年度　公営企業会計決算 　（％は前年度比です）

特集

地方譲与税
1億2,049万6千円　1.8%

地方譲与税
1億2,049万6千円　1.8%

財産収入　7,746万円　1.2%財産収入　7,746万円　1.2%
その他交付金　6,362万8千円　1.0%その他交付金　6,362万8千円　1.0%
諸収入　5,963万4千円　0.9%諸収入　5,963万4千円　0.9%
使用料及び手数料　2,686万5千円　0.4%使用料及び手数料　2,686万5千円　0.4%
分担金及び負担金　1,260万4千円　0.2%分担金及び負担金　1,260万4千円　0.2%

地方交付税
19億792万2千円
29.0%

地方交付税
19億792万2千円
29.0%

村税
13億9,549万5千円
21.2%

村税
13億9,549万5千円
21.2%繰入金

7億7,974万8千円
11.9%

繰入金
7億7,974万8千円
11.9%

国庫支出金
4億9,452万3千円

7.5%

国庫支出金
4億9,452万3千円

7.5%

寄附金
4億7,181万円

7.2%

寄附金
4億7,181万円

7.2%

県支出金
3億8,736万3千円

5.9%

県支出金
3億8,736万3千円

5.9%

繰越金
2億3,440万2千円　3.6%

繰越金
2億3,440万2千円　3.6%

地方消費税交付金
1億9,465万7千円　3.0%

地方消費税交付金
1億9,465万7千円　3.0%

村債
3億4,340万円

5.2%

村債
3億4,340万円

5.2%

総務費
16億9,469万9千円
28.6%

総務費
16億9,469万9千円
28.6%

民生費
13億2,839万4千円

22.5%

民生費
13億2,839万4千円

22.5%
教育費

7億7,436万4千円
13.1%

教育費
7億7,436万4千円

13.1%

農林水産業費
7億614万7千円

11.9%

農林水産業費
7億614万7千円

11.9%

土木費
3億8,978万7千円

6.6%

土木費
3億8,978万7千円

6.6%

衛生費
3億990万1千円

5.2%

衛生費
3億990万1千円

5.2%

消防費
2億7,011万7千円

4.6%

消防費
2億7,011万7千円

4.6%

公債費　2億6,551万6千円
4.5%

公債費　2億6,551万6千円
4.5%

議会費　7,687万6千円　1.3%議会費　7,687万6千円　1.3%商工費　9,837万9千円
1.7%

商工費　9,837万9千円
1.7% 災害復旧費

163万6千円　0.0%
災害復旧費
163万6千円　0.0%
労働費　50万3千円　0.0%労働費　50万3千円　0.0%

村民税
5億3,099万3千円

村民税
5億3,099万3千円

たばこ税
4,813万円
たばこ税
4,813万円補助費　10億6,601万4千円補助費　10億6,601万4千円

維持補修費　1億6,003万9千円維持補修費　1億6,003万9千円
災害復旧事業費　163万6千円災害復旧事業費　163万6千円

人件費
9億1,910万4千円
人件費
9億1,910万4千円

物件費
8億5,330万8千円
物件費
8億5,330万8千円普通建設事業費

8億3,638万5千円
普通建設事業費

8億3,638万5千円

積立金
8億2,469万5千円

積立金
8億2,469万5千円

扶助費
6億4,504万7千円

扶助費
6億4,504万7千円

繰出金
3億4,457万5千円

繰出金
3億4,457万5千円

公債費
2億6,551万6千円

公債費
2億6,551万6千円

軽自動車税
4,306万4千円
軽自動車税

4,306万4千円

固定資産税
7億7,316万2千円
固定資産税
7億7,316万2千円

入湯税
14万6千円
入湯税
14万6千円

65億
7,000万
7千円

歳入歳出
59億
1,631万
9千円

歳出
59億
1,631万
9千円

村税
13億
9,549万
5千円

村税の内訳性質別の歳出

昭
和
村
の

家
計
簿

令
和
７
年
度
決
算
報
告

歳
出
総
額
は
59・２
億
円
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一
般
会
計
の
用
語

 

歳
入 

▼ 

村
税　

村
民
税
や
固
定
資
産
税
な

ど
、　
村
民
の
皆
さ
ん
か
ら
の
税
金
。

▼ 

地
方
交
付
税　
財
源
の
地
域
格
差
を

調
整
す
る
た
め
、
合
理
的
な
基
準
で

国
税
か
ら
公
布
さ
れ
る
お
金
。

▼ 

国
庫
・
県
支
出
金　
特
定
事
業
に
対

し
、
国
や
県
か
ら
使
い
道
を
指
定
さ

れ
て
交
付
さ
れ
る
お
金
。

▼ 

地
方
譲
与
税　
国
税
か
ら
一
定
の
基

準
で
市
町
村
に
譲
与
さ
れ
る
お
金
。

▼ 

村
債　
事
業
を
行
う
た
め
に
村
が
借

り
入
れ
る
お
金
。

 

歳
出 

▼ 

民
生
費　
児
童
、
高
齢
者
、
障
害
者

な
ど
の
社
会
福
祉
に
か
か
る
経
費
。

▼ 

総
務
費　
庁
舎
の
管
理
や
選
挙
、
住

民
票
な
ど
の
発
行
に
か
か
る
経
費
。

▼ 

衛
生
費　
健
康
増
進
、
疾
病
予
防
、

環
境
保
全
な
ど
に
か
か
る
経
費
。

▼ 

公
債
費　
事
業
を
行
う
た
め
に
国
や

銀
行
な
ど
か
ら
借
り
入
れ
た
お
金
の

返
済
に
か
か
る
経
費
。

▼ 

教
育
費　
学
校
教
育
、
社
会
教
育
な

ど
の
教
育
行
政
に
か
か
る
経
費
。

▼ 

土
木
費　
道
路
や
橋
な
ど
の
整
備
や

維
持
管
理
に
か
か
る
経
費
。

▼ 

農
林
水
産
業
費　
農
林
水
産
業
の
振

興
に
か
か
る
経
費
。

▼ 

消
防
費　
消
防
、
防
災
な
ど
に
か
か

る
経
費
。

昭和村の家計簿 ～令和７年度決算報告～

昭
和
村
の
お
金
の
使
い
道

昨
年
度
は
こ
ん
な
事
業
を
行
い
ま
し
た

スクールバス運行事業                  
� 4,149万円

遠距離からの通学を支援するため、中
学校のスクールバス運行を開始しまし
た。

君河原橋耐震補強事業
� 7,300万円

君河原橋の耐震補強工事を実施してい
ます。

体育施設照明ＬＥＤ化事業
� ３億1,110万円

公共施設の二酸化炭素排出量の削減に
努めるため、体育施設のＬＥＤ化を行
いました。

帯状疱疹ワクチン助成事業
� 235万円

村内の50歳以上の方を対象に、帯状疱
疹ワクチン接種費用の助成を行いまし
た。

入学祝金事業
� 440万円

次代の昭和村を担う子どもの健全な育
成のため、小中学校への入学時に祝い
金を支給しました。

ＧＩＧＡスクール端末購入
� 3,420万円

ＧＩＧＡスクール構想を推進するため、
生徒１人１台のノートパソコンを購入
しました。

地方債と基金の現在高
地方債等

項　目 令和６年度 令和７年度 差　引
一般会計 27億5,938万6千円 28億4,742万7千円 8,804万1千円
簡易水道事業 2億4,237万7千円 2億291万1千円 ▲3,946万6千円
下水道事業 8億873万8千円 6億4,166万8千円 ▲1億6,707万円
戸別浄化槽事業 1億851万円 9,971万5千円 ▲879万5千円
債務負担行為 0円 0円 0千円
地方債とは、村が１会計年度を超えて行う借入れのこと。一時的に多額の支出があ
る場合は、住民サービスを低下させないため地方債を発行しています。

基金は、支出する目的ごとに積み立てられている貯金。必要に応じて使用しています。

基金
項　目 令和６年度 令和７年度 差　引

財政調整基金 26億9,152万1千円 29億412万1千円 2億1,260万円
学校校舎建築基金 17億619万6千円 20億2,748万8千円 3億2,129万2千円
減債基金 3億5,523万3千円 3億6,532万8千円 1,009万5千円
公共事業整備基金 11億3,152万円 11億3,374万8千円 222万8千円
その他 16億3,133万1千円 13億8,792万1千円 ▲2億4,341万円

計 75億1,580万1千円 78億1,860万6千円 3億280万5千円

財政健全化の判断比率など
財政健全化判断比率

判断比率項目 令和６年度 令和７年度
早期健全化
基準（財政悪
化の基準値）

実質赤字比率 － － 15.00
連結実質赤字比率 － － 20.00
実質公債費比率 4.8 4.8 25.00
将来負担比率 － － 350.00
財政健全化判断比率は、財政状況を判断する指標の一つ。実質
赤字額、連結赤字額がなく、また将来負担比率もマイナスと
なったため「－」で表記しています。昭和村は、早期健全化基準
より低い数値となっています。

資金不足比率
公営企業会計名 令和６年度 令和７年度
簡易水道事業 － －
下水道事業 － －
公営事業の健全化基準としての指標。昭和村は黒字であるた
め、資金不足比率は「－」で表記しています。


